経済産業省四国経済産業局 by 町田 俊彦
－ 117 － 
経済産業省四国経済産業局 
 
町田 俊彦 
 
Ⅰ 四国地域の経済と企業 
 
 「四国地域の経済と企業」と題するレジメに基づき、説明がなされた。 
 
１ 全国に占める四国の地位 
 四国の対全国シェアは、総面積では 5.0％、総人口と就業人口では３％強である。県内総生
産は 2.6％（2008 年度）であり、産業別では第一次産業で 5.6％と高く、第二次産業で 2.5％、
第三次産業で 2.6％と低い。第一次産業関連では、木材生産量が 6.5％と特に高く、農業産出額
と海面漁業漁獲量は５％弱となっている。製造品出荷額と小売販売額では３％前後のシェアで
ある。多くの指標の対全国シェアが３％であることから、四国は「３％経済」と呼ばれる。 
 製造品出荷額等の業種別対構成比（2009 年度）をみると、化学工業が 12.4％で第１位、輸送
用機械器具製造業が 11.6％で第２位、石油製品・石炭製品製造業が 10.9％で第３位、パルプ・
紙・紙加工品製造業 10.1％で第４位、食料品製造業が 9.6％で第５位である。 
 製造品出荷額等の業種別対全国シェア（2009 年度）では、パルプ・紙・紙加工品製造業 11.6％、
非鉄金属製造業 10.0％、石油製品・石炭製品製造業が 8.5％と特に高い。木材・木製品製造業
（家具を除く）6.0％と繊維工業 5.6％も高い。一方、業種構成で第１位の化学工業は 4.2％、輸
送用機械器具製造業は 2.0％と低い。輸送用機械器具製造業では、造船業のシェアは高いが、
裾野が広い自動車製造業の集積度が低いために、全体としての対全国シェアは低くなっている。 
 
２ 最近の製造業、小売業、企業倒産の動向 
 四国地域の製造業（従業者４人以上の事業所）の推移をみると、事業所数はバブル崩壊後減
少を続けている（図１参照）。一方、製造業出荷額等は 1997 年度まではバブル期の水準を維持
したが、橋本内閣による消費税の増税と公共事業費の削減を契機とする不況下で、2002 年まで
急速に縮小した。日本経済の輸出主導型景気上昇の下で、四国の製造業出荷額等も 2003 年から
上昇に転じ、特に 2006～2008 年には大幅な増加を示した。2009 年にはリーマン・ショックに
よる不況の下で、前年度の９兆 5,160 億円から８兆 1,364 億円へ 14.5％も減少し、ほぼ 1998 年
の水準に戻った。 
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図１ 四国地域の製造業の事業所数と製造品出荷額等の推移 
－従業者４人以上の事業所－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 四国地域の小売業の売場面積と年間販売額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 四国地域の小売業の売場面積は 2002 年まで拡大したが、2004 年に横ばいとなり、2007 年に
は微増となっている（図 2 参照）。一方、小売業の年間販売額は 1999 年の４兆 7,864 億円であ
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り、以後調査年ごとに減少している。2007 年には３兆 9,541 円であり、ピーク時と比較して２
割弱減少している。 
 四国地域の倒産件数をみると、2010 年 1～12 月には 313 件で、前年比で 98 件、23.8％減少
しており、落ち着いた動きになっている。313 件の業種別内訳では、建設業が 36.7％で最大の
比率を占め、小売業 15.3％、サービス業 14.1％の順になっている。製造業の比率は 11.8％で低
い。 
 
３ 四国の鉱工業生産指数はリーマン・ショック後と東日本震災後の落ち込みが軽微 
 2005 年を 100 とした地域別鉱工業生産指数をみると、リーマン・ショック後の落ち込みは全
国６地域で最も軽微であった。東日本大震災のマイナス影響も他地域と比較して小幅であり、
2012 年３月には四国の鉱工業生産指数は全国で唯一上昇した。震災関連製品の一時的な需要増
加や被災工場の代替生産によるプラス影響がみられた。一方で、サプライチェーンの途絶によ
るマイナス影響がみられたものの、産業構造に占める輸送機械（自動車）のウエイトが低いこ
となどから、影響は限定的であった。 
 
４ 東日本大震災によるサプライチェーンの途絶の影響、電力需給への影響 
 東日本大震災によるサプライチェーンの途絶の影響は、生産・物流、調達先の変更、生産シ
フトとして現れた。生産拡大というプラス影響は、徳島県の水産加工業（注文が急増。加工業
者では在庫ゼロも出るなど、10 日で約半年分の商品を出荷）、香川県の石油製品製造業（被災
地も工場が操業停止のため、生産能力を引き上げ、被災地に優先的に出荷）、香川県の建設資材
製造業（被災地の仮設住宅建設が始まり、建設関連メーカーや工場が休日返上で生産）、愛媛県
の飲料品製造業（関東からの注文が急増。生産量は震災前の約３倍に増加）などで現れた。 
材料・部品調達の困難は、香川県の化学製品製造業（原料価格が高騰、急遽、国外から調達）、
高知県の電子部品製造業（東北からの部品供給が途絶、全国的に大きな影響を与えるシェアの
高い製品であることから、国内外の部品調達に奔走）、愛媛県の紙製造業（原材料調達難で製品
仕様を簡素化。新製品の販売も延期して安定供給を優先）、高知県の飲食品製造業（通常の約
10 倍の注文があり梱包資材が不足）などで現れた。 
 生産のシフトでは、徳島県の精密機械製造業で、東京本社が東北地方の生産の一部を四国に
移管した。 
 2011 年 11 月１日に開催されたエネルギー・環境会議の電力需給に関する検討会議の９電力
管内別の予備率（供給力と最大電力需要の差を最大電力需要で除した値は、四国では１月は
4.6％（９電力管内平均 2.4％）、２月 2.1％（同、2２％）、３月 13.0％（同、3.6％）となってお
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り、今冬以降の電力需給に不安がある。 
 
Ⅱ 四国経済産業局の中期目標と主要施策の体系 
 
１ 中期目標：四国から日本の課題を解決する生活先進国「四国」を目指す 
四国経済産業局の中期目標と主要施策の体系は表１の通りである。 
 四国を全国と比較すると、総人口のピークが 20 年先行して既に減少に転じており、高齢化は
10 年早いペースで先行している。過疎地域市町村が過半数で、10 年以内に消滅する可能性があ
る集落が 90 で全国一である（中国 73、東北 65、中部 59、九州 53）。崖崩れ・土石流の可能性
がある地域で暮らす人の割合は、全国の２倍、関東の４倍である。救命救急では、１施設で東
京の 40 倍をカバーせざるを得ない。こうした先行して直面する課題を解決することで、四国発
の新しい社会の価値＝value を作ることが第１の中期目標である。四国には、下記のような安心
で質の高い生活に貢献しうる、多様な資源・産業・活動がある。 
 
表１ 四国経済産業局の中期目標と主要施策の体系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・全国の食を支える「食材・食品」…海面養殖、真鯛、しまあじ、裸麦、なす、しょうが、
いよかん、すだち、ゆず、業務用調味料、かつお節、めんつゆ、カツオ、サバなど 
・生活を支える「コア技術・サービス・産業集積」…医療用輸液、血糖値センサー、衛生用
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品、マスク、おむつ、ウエットティッシュなど 
・新しい社会の創る「コア技術」…ＬＥＤ、炭素繊維、太陽電池保護材、リチウムイオン電
池（国内有数の生産拠点）など 
・生活を彩り、活力を与える「産業、資源」…水族館大型アクリルパネル、無振動・無騒音
建設施行、日本最古の芝居小屋、観光ミシュラン三ツ星公園、砂浜美術館、アートの島、
日本三代盆踊り、日本最後の清流など 
・明日の社会・生活を育む「ＳＢ（ソーシアルビジネス）/ＣＢ（コミュニティビジネス）」
…子育て（子育てタクシー、周産期電子カルテＮＷ）、防犯、中山間（彩り事業、ゼロ・ウェ
イスト宣言）、福祉（障害者雇用企業ネットワーク）など 
・防災・環境・エネルギーで重要な「森林資源」 
 四国のポテンシャルの最大限活用した「生活先進圏」としての全国、世界への発信を行う（世
界的バリューセンターへ）することが、中期目標の第２である。 
 
（２） 主要施策の体系 
 以上の中期目標を達成するための主要施策の第１は「四国地域の総力をあげた競争力ある産
業・企業群の創出」である。コア技術等を活かした移出・輸出産業の創出、ものづくり分野ビ
ジネスの創出等を行う。第２は「四国独自の魅力ある地域づくりの推進」である。農商工等連
携事業、地域資源活用事業、新連携事業の３事業は 「四国を元気にするプロジェクト！」と
して、四国経済産業局らしい取組みを行っており、Ⅲで報告する。第３は「安心・安全・安定
の確保」、第４は「少数精鋭による効率的組織・体制の構築」である。 
 
（３） 「CIVIC PRIDE 四国」事業 
 上記の主要施策とは別に、第１の中期目標とストレートに結びついた 「CIVIC PRIDE 四
国」事業がスタートしている。全国に先行して諸課題に直面している四国の中に未来の日本の
ヒントがあるかもしれないという問題意識から、大都市圏の経済指標や豊かさの後ばかりを追
うのではなく、より四国らしい地域・産業振興の「新しい道しるべ」を模索し、構成する多様
な主体が、自ら気づき、発見し、自分たちの言葉として共有されていくものであって欲しいと
の考え方から、多様な気づきと協働の「場づくり」が事業の内容である。 
 具体的には次のような事業を展開している。 
① “「四国らしさ」ってなんだろう？ノート”の発行 
第一弾として 2010 年４月発行。統計などに見る、世界の中での四国のポジション、他の
国々で生まれ育った人々の暮らしや仕事の話を収集、「四国らしさ」について定義や判断を
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行わず、読み手に委ねている。 
 ② 合宿フォーラム「四国で“暮らし”と“仕事”を考える」の開催 
外と中の人が一緒に、プロセスから始まる、移動大学。 
 ③ 「しこく編集学校」の開催 
愛着と誇り、編集、メディア、多分野、「出会い」と「気づき」の場づくり。【講座１】
小さな会社・小さなまち、【講座２】住民参加、【講座３】食、農、【講座４】科学、技術、
【講座５】出版メディアの原点、【講座６】未来につながる考え方。 
 ④ WEB マガジン「四国びと」の発信 
企業や地域の「四国らしい営み」について、職員が取材し、WEB サイトで紹介。有形・
無形のことを「人（四国の人、四国に関わる人）」に語ってまらうことを通して紹介。 
 
Ⅲ 「四国を元気にするプロジェクト！」（農商工等連携事業・地域資源活用事業・新連携事業） 
 
１ 農商工等連携事業の概要 
 2008 年７月に施行された「農商工等連携促進法（略称）」に基づく政策である。地域を支え
る中小企業者と農林漁業者が産業の壁を越えた有機的連携により、双方の活力を取り戻し、地
域経済を活性化することを狙いとする。中小企業者と農林漁業者が共同で申請した計画を認定
した場合、農林水産省と経済産業省の両省が共同で支援する。2011 年度は農水省と経産省が、
合計約 243 億円の予算措置により支援している。 
 支援の枠組みは、事業者への支援と支援機関への支援から成る。事業者への支援では、まず
①事業計画策定について、中小企業基盤整備機構支部が新事業創出支援事業として専門家によ
る細かな支援を実施するとともに、農商工等連携支援事業を行うＮＰＯや公益法人が指導・助
言を行う。次に②農政局・経済産業局等が計画を認定すると、試作品開発・展示会出展等に対
して、中小企業基盤整備機構支部が専門家による細かな支援を実施するとともに、補助金によ
る経費の一部を補助する（上限 3,000 万円、2/3 以内）。さらに③設備投資、生産・販売・需要
開拓を行うと、中小企業基盤整備機構支部が専門家による細かな支援を実施するとともに、小
規模企業者等設備導入資金・農業改良資金等（無利子資金）による融資、政府系金融機関によ
る低利融資、信用保証の特例の適用等が行われる。 
 2011 年９月 30 日現在で、事業者の支援に係る農商工等連携事業計画は 460 件認定されてい
るが、うち四国では 29 件（全国比 6.3％）認定されている。農業関連 16 件、林業関係２件、
漁業関連８件である。代表的事例は次の通りである。 
農業…（株）内子フレッシュパーク（愛媛県）の内子産特別栽培農産物等認証の完熟トマト
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を利用した加工商品『トマトケチャプ・トマトソース』 
林業…（株）つみきハウス・（株）山城もくもく（徳島県）の徳島杉の間伐材を利用したつみ
き型ブロックと同工法による新しい企画住宅『つみきハウス』 
漁業…島乃香（株）四海漁業協同組合（香川県）の小豆島産スサビノリを利用した『生海苔
佃煮』 
 農商工連携は、地域における雇用拡大を目指している。四国は地域にざした産業が集積して
いるのが特徴的であり、それが経済のグローバル化の下でリーマン・ショックや相次ぐ大幅円
高により苦境に陥っている地域が多い中で、比較的「強い」要因である。第一次産業、第二次
産業、第三次産業が連携した「第六次産業」化が課題とされるが、第一次産業がしっかりして
いないと、他の地域に対する差別化は図れない。四国の耕作放棄地は埼玉県の県土面積分に相
当する。 
 
２ 中小企業地域資源活用プログラム 
 2007 年６月に施行された「地域資源活用促進法（略称）」に基づく政策である。農林水産物、
鉱工業品、観光資源といった地域の特徴ある産業資源を活用した新製品開発や販路開拓等に取
り組む中小企業者を支援する。支援のスキームは、国が基本方針を決定→都道府県は基本構想
を策定し地域資源を指定（国が認定していたが、地域主権一括法により 2012 年度以降、国の認
定は不要となる）→中小企業が地域産業資源活用事業計画を策定、国の地方支分局が認定→支
援措置という流れになる。 
支援措置としては、新商品開発・市場調査・試作品開発等に対する補助金（上限 3,000 万円、
2/3 以内）、専門家等によるアドバイス等、中小企業基盤整備機構・ＪＥＴＲＯ・国際観光振興
機構による販路拡大支援（以上は予算事項）、政府系金融機関による低利融資、信用保証の特例
の適用等がある。 
 基本構想において特定された地域資源は、2011 年５月 31 日現在、全国で 12,391 件であり、
内訳では観光資源が 5,969 品目で約 1/2 を占め、農林水産物 3,746 品目、鉱工業品 2,676 品目と
なっている。四国では 648 品目が特定され、品目別内訳では農林水産物 264 品目、観光資源 200
品目、鉱工業品 184 品目の順となっている。県別内訳では、高知県が 226 品目で最も多く、愛
媛県 160 品目、香川県 149 品目、徳島県 113 品目の順となっている。４県に共通しているもの
として、四国八十八箇所霊場と遍路道がある。 
 認定された地域産業資源活用計画は、2011 年９月 30 日現在で 942 件であるが、その約１割
にあたる 102 件が四国である。都道府県別認定件数をみると、北海道が 80 件で第１位、沖縄県
が 52 件で第２位であるが、徳島県 30 件・第７位、香川県 28 件・第８位、愛媛県 25 件・第 11
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位、高知県 19 件・第 17 位と四国各県が上位に位置している。 
 四国の代表的事例は次の通りである。 
農林水産物…馬路村農業協同組合（高知県）のゆずを活用したスポーツドリンク『スーパー
ごっくん』 
鉱工業品・その他の生産技術…（有）七海屋（香川県）の療治石を活用したインテリア雑貨
『石のあかり』 
観光資源…ホテルサンシャイン徳島（徳島県）の四国八十八箇所霊場と遍路道を活用した『初
心者認定・歩き遍路お試し宿泊プラン』 
 
３ 新連携事業 
 2005 年４月に施行された「中小企業新事業活動促進法（略称）」に基づく政策である。「新連
携」とは異なる分野の中小企業が連携し、お互いの経営資源の「強み」を持ち寄って新事業に
挑戦し、新たな市場を開拓しようという取組みであり、①異分野の事業者による、②有機的な
連携（コア企業、規約等の存在）、③経営資源の有効な組合せによる新事業活動、④これによる
新事業分野開拓という要素から成る。具体的な販売活動が計画されているなど、事業として成
り立つ蓋然性が高く、その後も継続的に事業として成立することが要件である。新事業分野開
拓は、新たな需要が相当程度開拓されるものであり、10 年以内に融資返済、投資回収が可能な
持続的なキャッシュフローの確保が支援を受けるにあったての財務要件である。 
 2005 年度にはプロジェクト支援チームとしての新連携支援地域戦略会議が設置された。支援
等の流れは①連携体の構築段階の支援（市場化を見据えた案件を国・支援機関が発掘）、②事業
初期（未熟）段階の支援、③経済局による新連携事業の認定、④事業熟度が低い段階から高い
段階の熟度に応じた支援となる。支援措置としては、③の新連携事業の認定後に、新商品開発、
マーケティング等の経費の一部の補助（上限 3,000 万円、2/3 以内）、政府系金融機関による低
利融資、信用保証の特例の適用等が行われる。 
 2011 年９月 30 日現在の新連携計画の認定件数は、全国では 76１件であり、うち四国は 23
件である。四国で認定された新連携計画の代表事例は次の通りである。 
・自然免疫応用技研株式会社（香川県）の免疫増強及び自然治癒力強化を特徴とする小麦発
酵抽出物を利用した機能性食品 
・株式会社楠橋（愛媛県）の新素材を使ったパジャマ 
・菊水酒造株式会社（高知県）の国産初のはちみち発酵酒『ミード』 
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４ 2011 年度三事業関連予算と四国の事業の採択状況 
 新事業活動促進支援補助金の 2011 年度予算は 31.4 億円である。その他に 2010 年度補正予算
により 19.9 億円を前倒しして実施しており、これを合わせると 42.5 億円になる。農商工等連
携型、地域資源活用型、新連携型に交付される。 
 四国の事業で採択されたのは次の通りである。 
・徳島県上勝町、（株）かみかついっきゅう、上勝町の薬草を活かした料理教室等の健康づく
りプログラムの開発・提供 
・愛媛県内子町、（株）内子フレッシュパークからり、内子町特別栽培農産物等認証の完熟ト
マトを活用した加工食品の開発・製造・販売 
・愛媛県大洲市、（株）アイテック、宇和島産養殖真珠アコヤ貝ヲを活用した化粧品の開発・
製造販売 
 
５ 三事業の認定事業者、関係機関によるフォーラム「四国サイコー！！」の設立 
 2009 年１月、農商工等連携事業・地域資源活用事業・新連携事業の認定業者とその事業活動
を支援する関係機関を参画者とする緩やかな組織体が、中国四国農政局、四国経済産業局、（独）
中小企業基盤整備機構四国支部によって設立された。メンバー相互の交流や支援機関のハンズ
オン支援を通じて、新たな事業展開の芽を育成し、売れる商品づくりや国内外への事業展開を
サポートすることを狙いとしている。 
 2011 年６月 16 日現在のフォーラム参画機関は、三事業の認定企業群 267、支援機関＝ハンズ
オン支援グループ（中国四国農政局、四国経済産業局、中小企業基盤整備機構四国支部、各県、
地域金融機関、地域力連携拠点、農林漁業団体など）99、計 366 機関である。 
 活動としては①シンポジウム（総会）、②キャラバンによる個別相談・指導（ハンズオン支援
グループと大都市圏バイヤーが対応）、③実践セミナー、ワークショップ、④商品評価・相談会
（大都市圏バイヤー等を招聘し、売れる商品づくりをサポート）、⑤展示・商談会（Ｒｉｎを活
用した首都圏バイヤーイベント、四国内に大都市圏バイヤーを招聘したイベント）が行われて
いる。 
フォーラムに四国サイコー大学を附設している。中小企業基盤整備機構四国支部が、2009 年
度には食学部、旅学部、ものづくり学部、2010 年度には流通学部、コミュニティビジネス学部、
観光学部、2011 年度には観光学部を開校している。観光資源等の個別テーマを設定し、ゼミナー
ル形式で新商品・新サービスの開発、事業化を目指している。 
 認定企業群はクラスター企業群と連携している。四国のクラスターは地域資源活用型である。
面的に活動し、仲間づくりを重視している。香川大学を早期退職した林業研究者とイセキ農機
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の下請けの交流を通じて、シェア 100％の林業機械を開発・商品化している。 
 ハンズオン支援グループはイノベーション共同体と連携している。四国各県の主な産業支援
組織（32 機関）が会員となり、「四国イノベーション創出協議会」を設置されている。事務局
は、四国産業・技術振興センター、産業技術総合研究所四国ゼンター、中小企業基盤整備機構
四国支部である。32 の産業支援組織の総合力を以て、企業の抱える経営全般に対する課題解決
のほか、技術開発、販路開拓、事業化などの支援をワンストップで行っている。 
同協議会は、イノベーション四国顕彰事業を実施しており、四国地域の産業技術の発展に顕
著な貢献のあった企業等を表彰する「四国産業技術大賞」と他社の模範となる特筆すべき経営
を行っている企業等を表彰する「四国でいちばん大切にしたい会社大賞」を設けている。後者
は、「日本でいちばん大切にしたい会社大賞」（審査委員長/法政大学大学院・坂本光司教授）と
も連携して、2011 年度に全国初の取り組みとして創設したものである。「日本でいちばん大切
にしたい会社大賞」は、坂本教授の提唱する①社員とその家族を大切にする、②外注先・下請
企業の社員を幸せにする、③顧客を幸せにする、④地域社会を幸せにし、活性化させる、⑤自
然に生まれる株主の幸せの順番を守る行動を継続している企業を表彰する制度である。 
